





























































































































































































































































































































































































































































































































































































（９）　国連文書 A/64/701,“Human Security, Report of the Secretary-General”
（10）　国連文書 A/64/L.61“Follow-up to paragraph 143 on Human security of the
2005 World Summit Outcome”
７．今後の課題
これまで見てきたように、人間の安全保障は、次第に国際的に認知され
てきたが、国家主権とグローバル・ガヴァナンスがオーバーラップする機
微な分野を対象としており、今後とも様々な角度から議論が続くものと思
われるが、現時点での課題を挙げておく。
20 （631）
2003年の人間の安全保障委員会の報告は、人間の安全保障のためのグ
ロ－バル・イニシアティブとして；国連が人間の安全保障を最優先事項と
し、安保理事会もさらに討議を拡大するべきである；紛争を予防し、人権
と開発を推進する；人々や社会の保護と能力強化を通じ、人間の安全保障
の文化を涵養する；民主主義の原則を深めこれを実践することを提言し
た。そして、基本的な問題への取り組みとして前記の10項目を勧告した
上で、これらを実現するための方法として；世界的な連携の中で多くの取
り組みを結びつける；国を超えて水平な連携により、国家や制度の縦割り
構造を補う（インターネットの役割、NGOを含む市民社会の役割に着
目）；人間の安全保障基金を活用する；国連の諸機関とブレトンウッズ諸
機関（IMFや世銀など）との連携をはかる；人間の安全保障諮問委員会
を設置することを提案し、世界的な連携を呼びかけた。
これらの指摘のうち、概念の普及は総会での議論が2008年と2010年の
５月におこなわれ、事務総長報告をへて、総会決議が採択されたことなど
で一定の成果があったが、その過程で、一部の途上国が依然として国家主
権への干渉を危惧する議論を繰り返している。
また人間の安全保障の実践では、人間の安全保障基金の充実を踏まえ
て、その活動が積み上げられており、また日本をはじめとする個別国の取
り組みもあり、着実に成果があがっているといえる。さらに、国連機関と
世銀グループとの連携は改善されてきた。
しかしながら、前述のように国連事務総長が「人間の安全保障報告書」
（2010年４月）において、国連の活動において人間の安全保障を主流化
することを改めて提言していることは、実のところ、主流化が未だ実現し
ていないことを示しているのである。そのためには､ 国連でのさらなる議
論が進み、総会で概念についての定義付けが合意されることが重要であ
り、また安全保障理事会でも議論が行われ、常任理事国の後押しを得るの
も課題である。
21（630）
８．日本外交にとっての意味合い
人間の安全保障をめぐるこれまでの動きを概括してきたが、これを外交
政策の柱にすえた日本にとっての意味合いを考えてまとめとしたい。
国家安全保障は、近代国際政治の歴史を踏まえた上で理論化されてお
り、各国はそれぞれの置かれた安全保障上の現状認識を行い、ハード面、
ソフト面の政策を決め、実施してきた。しかし、冷戦中は、各国の国家安
全保障はなんといっても米ソ両大国、せいぜい他の P-5を加えた国々の意
向、動向によって左右されてきていた。日本は、敗戦後米国との同盟の下
で「軽武装・経済立国」の路線を採り、国内では非常にいびつな「安全保
障論議」が行われてきた経緯から、この分野では国際的に「一人前」とは
扱われてこなかった。この路線により、アジア諸国の日本再軍備への「疑
心」を薄めてきたメリットは指摘すべきだが、日本は国際場裡では「経済
大国」ではあっても伝統的な意味での大国ではない。
日本外交は、核廃絶を達成するとの政策を一貫して追求してきている。
米国の核の傘のもとで国家安全保障を確保しつつ、この方針を追及するの
は一見論理矛盾ともとれるが、経過措置的な現実の下にあると説明できる
であろう。さらに一貫しているのは ODAの実施であるが、これは「相手
国の関心」に応えつつ、「情けは他人の為ならず」ともいうべき長期的視
野に立った日本の国益追求の路線といえる。
ここに、人間の安全保障が外交の柱として加わった。これまでの経緯で
明らかなように、人間の安全保障論は、国家安全保障論とは異なりすぐれ
て意図的に打ち出された「政策論」である。国連憲章にいう「恐怖からの
自由と」と「欠乏からの自由」を実現するためであるという肯定的な要素
からなっており、欧米の言う「人権外交」よりもやや広範で、先進国、途
上国のいずれからも「文句を付けにくい」考え方であり、何人も正面切っ
て反対できない。それがいまや国連では Japan Brandになっているといえ
る。
ODA予算が減額されているが、日本ブランドの人間の安全保障 ODAの
22 （629）
充実は費用対効果が高いと思われ、今後とも活用すべきと思われる。
軍事力による国際貢献の面では限界のある日本としては、ここまで発展
してきた人間の安全保障を引き続き外交の柱の１本とし、各般の施策を展
開することは、厳しい国際環境の下で存在感を示しつつ、日本への信頼感
の醸成に資するものであり、長い目で国益を確保していくために有益であ
ると考える。
米つくりに例えれば、秋により良き収穫を得るための、早春の苗代つく
りと真夏の田の草取りのような作業であると考える。（2010年７月20日了）
（本稿は、筆者が、霞ヶ関会会報2010年３月号および４月号に掲載した小論にその
後の展開を踏まえた加除修正を施して作成したものである。）
